
　

タイトル

地域経済を脆弱化させる国際事業活動の質的変化

（Ⅱ） － ネオ・ラグマン流戦術転換理論の構築とそ

の再釈義 －

著者 越後, 修; ECHIGO, Osamu

引用 季刊北海学園大学経済論集, 70(3): 1-33

発行日 2022-12-31



《論説》

地域経済を脆弱化させる
国際事業活動の質的変化（Ⅱ）＊

ネオ・ラグマン流戦術転換理論の構築とその再釈義

越 後 修

Ⅴ．戦術転換理論のさらなる精緻化

⚑．ラグマンの動的内部化理論
国内生産から国外生産への変更に伴って産業空洞化が生じることを憂慮した議論が，これまで

活発に展開されてきた。しかし，その視角については再考の余地がありそうだ。母国市場向け製
品を国外生産するための方法として対外直接投資（Foreign Direct Investment；以下，FDI と略
記）と委託生産があるが，輸出誘発効果という点から比較した場合，後者のそれは小さく，産業
空洞化をより誘発しやすい1。この点に目を向けると，企業の戦術変更との関係から産業空洞化
を分析しようとするのであれば，国内生産から国外生産へのシフトのみならず，FDI から委託
生産へのシフトも視野に入れた枠組で接近すべきである。

では，国内生産→FDI→委託生産という逐次的なパターンは，現実に起こりうるものなのか。
われわれは，北海道の木材加工企業を対象として対外事業の戦術選択にかんするヒアリング調査
を行い，得られた各企業の思考を合理的に統合することで，やや大雑把ではあるが，上記の仮説
通りの戦術転換が起こりうるとの結果を得た。

ある特定の現象をもとに導出された理論の説明力が当該現象以外には及ばないのであれば，
トートロジカルな理論との批判を免れない。それゆえ，導出された戦術シフトの含意を科学的
パースペクティブの下で汲み取りながら，より抽象的な理論へと昇華させなければならない2。
そこでⅣ章では，プロダクト・ライフサイクル（Product Life Cycle；以下，PLC と略記）論に
依拠しながら，理論の一般化を試みた。

調査結果についての考察としてつぎに行うべきことは，過去の学説に基づいてわれわれの理論
をより一層洗練する作業である。ヘンダーソン（1922：2）が教示するように，経済理論は，経
済学者が用いてきた固有のパースペクティブによって経済的事実を記述したものでなければなら
ない。それゆえ，既存の経済学説，とりわけ企業の国際事業活動を研究対象とする専門分野の学

＊ 【謝辞】本稿は，2017・18 年度北海学園大学総合研究（⽛アジア新興国の持続可能な経済・社会発展に関す
る総合研究⽜代表者・浅妻裕）の助成を受けて行った研究の成果が一部反映されたものである。改めてここ
に謝意を表する。

1 小島（1988b）pp. 33-34。
2 このような見解は，たとえば髙坂（1998：48）。
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説を借用しながらの理論の磨き上げは，必須の作業である。自説と既存学説との差異および位置
関係が明らかにされる点でも，この作業は有意義である。本章では，われわれと同様に PLC 論
を基軸として戦術の転換パターンの理論化を試みた代表的な多国籍企業（Multinational
Corporation；以下，MNC と略記）理論に照らしながら，上記の作業を試みたい。

1.1．現地市場志向型ビジネスの戦術転換理論
第二次世界大戦後に本格化した MNC 研究において，最初に関心が向けられたことの一つは，

MNC の存在理由であった。⽛なぜ企業が存在するのか⽜について説明する理論が R. H. コースに
よって創案され，広く知られていたが（Coase, 1937），このアイデアをモチーフに MNC の存在
理由を説明しようとしたのが P. J. バックレーと M. カッソンであった（Buckley & Casson, 1976）。

バックレーらが開発した MNC の存在を認識する知的体系は，⽛内部化理論（Internalization
Theory）⽜と呼ばれている。内部化理論は，その後諸家の研究によって進化し続けてきたが，先
駆者の彼らをして⽛内部化アプローチのチャンピオン3⽜と評せしめる程，同理論の発展に大き
く貢献したのが A. M. ラグマンであった。このラグマンによる内部化理論こそが，PLC 論を基
底にして構築された戦術転換理論である。まずは，ラグマン流内部化理論（以下，ラグマン・モ
デルと呼ぶ）を概観することから始めよう。

ラグマンは，外国市場へ参入して製品を供給し，利潤を得るための戦術として輸出，FDI，ラ
イセンシング（技術供与）の三つを挙げ，それぞれを選択した際の総コストを下記のように定義
している。

輸出 ：C＋M＊

FDI ：C＊＋A＊

ライセンシング：C＊＋D＊

C ：母国での製品生産の通常コスト
C＊ ：受入国現地での製品生産の通常コスト
M＊：輸出を行うことに伴う特別コスト（保険料，輸送コスト，関税など）
A＊ ：受入国現地で事業活動する非現地企業の特別コスト（環境的・文化的・政治的情報

コストなど）
D＊：ライセンス供与により企業特殊的優位性が危険に晒されることに伴う特別コスト

上記の各特別コストの大きさは一定ではなく，経時的に変化する。それらの変化に伴って戦術
間のコストの大小関係が入れ替わり，結果として最適な戦術も段階的に変化する。そうしたコス
トの比較考量による企業の合理的選択行動が，ラグマン・モデルの基本骨子である。

製品の対外供給は，母国で生産して輸出するという形で開始されるのが一般的である。ラグマ
ンいわく，特別コストのうち A＊ が大きく見積もられるため，総コストの関係が C＋M＊＜C＊＋
A＊ となることがその理由である。A＊ とは，簡潔にいえば慣れない地で活動するがゆえの苦労
やリスク，金銭負担である。後にこのコスト関係が C＋M＊＞C＊＋A＊ へと逆転することにより，
FDI が選択されるようになるとラグマンは説明している4。この不等号の逆転が生じる理由につ

3 Buckley & Casson（1991）邦訳，p. ⅸ。
4 Rugman（1981）邦訳，pp. 44-55。
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いて，ラグマンは必ずしも明言していないが，時流とともに現地での活動に慣れてくる（学習効
果）ために A＊ が低下することが，その理由と考えられる。

しかし，それだけで FDI に踏み切るわけではない。現地市場において現地企業との競争に勝
利できる見込みがなければ，当然二の足を踏んでしまう。現地企業との競争では，外来の非現地
企業は不利な立場に立たされる。現地の消費者ニーズやサプライヤーの事情，法制度などに通暁
している点や，現地消費者の⽛ネイティブ贔屓⽜を享受できる点で，現地企業に分があるからだ。
このような現地企業が有する⽛地の利⽜を享受できない分，追加的に負わざるを得ないのが，上
記の A＊ である。この A＊ は，進出先の現地企業にとっては負担する必要がないコストである。
それゆえ A＊ は，FDI を選択した際に競合する現地企業が持つアドバンテージの大きさであると
も理解できる。したがって，企業が FDI を行う（MNC となる）うえでは，現地で遭遇するさま
ざまな逆境に克って存続するために，A＊ を上回る超過利潤（準レント）を生み出す企業特殊的
優位（firm-specific advantage）を持っていることが必要条件となる5。ラグマンがそれとして想
定するのは，優れた企業固有の（外国でも活用できる）技術である。

国内生産（輸出）から現地生産に切り替えるとしても，FDI という戦術を採る必然性はなく，
ライセンシングという代替的戦術も採りうる。その可能性を考えれば，上述の戦術シフトの説明
も十分とはいえない。なぜライセンシングではなく FDI が選択されるかについても，合わせて
説明する必要がある。

FDI とライセンシングの大きな違いは，前者が企業特殊的優位の一つである技術の企業内取
引であるのに対し，後者が技術の企業間取引である点に認められる。これに着目すれば，FDI
が選択され，企業が MNC と化すのは，技術の取引市場を企業内に創設することで，（外部）市
場の失敗を回避することの合理性が見出される場合であると解釈できる6。こうした視角・思考
を採っていることが，ラグマン・モデルがコースの企業理論の⽛末裔的理論⽜たる所以であるわ
けだが7，ラグマンは企業間（外部市場）取引の際のコストとして，どのようなものをとくに大
きく見積もっているのか。それは，取引相手が私利を肥やそうと企業特殊的技術をズル賢く使う
こと（O. E. ウィリアムソンのいう⽛機会主義的行動⽜）によって奪われる超過利潤である8。こ
れがラグマンのいう⽛消散コスト（dissipation cost）⽜であり，D＊ が指すものである。

ライセンシングにおいて，こうした⽛庇を貸して母屋を取られる⽜リスクが生じる大きな理由
は，無形であるがゆえに重複利用が可能という技術の特性にある。機会主義的行動に出られた場
合，技術供与を停止して対応したとしても，技術は⽛公共財9⽜であるがゆえに相手の手から取

5 企業は，輸出に対する障害などを理由に FDI を選択することもある（Rugman, Verbeke & Nguyen 2011:
760）。そうしたケースを想定すれば，企業特殊的優位を有することが FDI の選択に直結するわけではないこ
とは明白である。よって企業特殊的優位の所有は，FDI を選択する十分条件ではないということになる。ま
た後述するように，企業特殊的優位は FDI を選択して自ら使わずとも，提携先企業に使用させてロイヤリ
ティを得ることもできる。この点からも企業特殊的優位の所有は FDI の必要条件ではあるが，十分条件では
ないといえる（Canada, Task Force on the Structure of Canadian Industry, 1968 邦訳：21）。

6 工程の新考案のライセンシングと比べて，製品の新考案のそれの方が難しいという。ライセンシーが直面
する具体的な市場条件にかんする詳細な情報なしに，取引を成立させることは困難だからである（Mansfield
et al., 1979 邦訳：72）。このように外部取引費用の大きさは，取引対象によっても大きく異なる。

7 コース理論は⽛垂直統合の理論⽜であるのに対し，ラグマン理論は⽛水平統合の理論⽜といえる。このよ
うに，両論の間には違いもある。

8 Rugman（1981）邦訳，pp. 7-10，24-26，50。
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り返すことができず，お手上げ状態になってしまうのである。以上から，企業特殊的（独占的）
技術を活かした利潤獲得の機会を保持して D＊ を回避するには⽛秘術は秘すべき⽜との規範論と，
A＊＜D＊ という FDI（内部での技術の取引・囲い込み）の選択条件が導かれるのである。

D＊ は，貨幣的費用（会計上の費用）ではないことに注意を払うべきである。⽛代替案の FDI
を選択していれば得られたであろう超過利潤の逸失分⽜であるから，機会費用であると理解しな
ければならない。

周知の通り，上で非合理とされたライセンシングが選択されているケースが現実社会で数多く
みられる。では，ライセンシングの選択にどのような合理的解釈を与えることができるだろうか。
これについても，ラグマンは FDI とのコスト比較で説明している。独創的な最先端技術も，い
ずれは他社によって模倣されたり代替技術が生み出されたりして，陳腐化（コモディティ化）す
る。これにより，当該技術が生み出す超過利潤が経時的に小さくなり，D＊ は軽微となっていく。
ラグマンによれば，この D＊ の低下は現地環境への順応による A＊ の低下よりも急激に進むとい
う。市場の内部化によって技術優位の長期化（技術の延命）を図る意義がなくなるほどに D＊ が
低下し，特別コストの関係が A＊＜D＊から A＊＞D＊ へと逆転することから，ライセンシングの
選択が合理的と判断されるようになる10。

かくして企業の選択する合理的戦術が
輸出 → FDI → ライセンシング

の順で変化する逐次的モデル（sequential market entry model）が導出される。
以上が，ラグマン・モデルの大略である。競合状況に応じた企業行動の経時的変化を理論の軸

に据えていることや，企業特殊的優位の活用手段としての FDI とライセンシングとの対比とい
う論理構成を採っていることから，ラグマンが R. ヴァーノンや S. H. ハイマーなどと発想を部分
的に共有していることがわかる11。

1.2．母国市場志向型ビジネスの戦術転換理論
上述のラグマン・モデルは，外国市場に製品を供給するケースでの戦術選択論であった。しか

し国際ビジネスを営む企業は，母国市場や第三国市場を標的とする場合もある。ラグマンもこの
点について十分に留意しており，母国市場に製品を供給するケースでの戦術選択論も合わせて展
開している。

母国市場へ製品を供給するための戦術としてラグマンが想定したのは，⽛国内生産⽜⽛母国市場
向け外国生産（FDI）⽜⽛母国市場向け輸出品を生産する外国企業へのライセンシング⽜の三つで

9 技術が公共財的性格を有することについては，ジョンソン（1970 邦訳：36）。
10 ライセンシングが選択されるケースとして，現地政府が自国産業の育成を理由に FDI を禁止するケース，
経済ナショナリズムの強さから MNC が国有化される可能性が高いケース，現地市場の成長があまり望めな
いケース，現地で行う事業が自社の主要事業とあまり関係がないあるいは全社的な経営戦略に適合していな
いケース，資金面の困難や生産能力・関連技術の制約から自社では技術を十分に活用できないケース，法律
によって技術の独占的活用が規制されているケース，特許権による技術保護が不十分で後発者に模倣されや
すいケース，他社が代替的技術を対外開放することで自社が技術を秘匿することの意義が失われるケースな
ども指摘されている（池本，1981：9；山下，1995：87；Ford & Ryan, 1981 邦訳：12-13；Rugman, Lecraw
& Booth, 1985 邦訳：119）。

11 PLC を軸として経営戦術の選択行動を分析する視角は，ラグマンによってはじめて提出されたものではな
い。日本の研究では，たとえば斉藤（1973：45-47）。
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ある。このライセンシングは，前出の現地市場志向型ビジネスにおけるライセンシングとは異質
なものであり，誤解を招きやすい。母国市場志向型ビジネスでのライセンシングは，われわれの
いう委託生産を指すため，以下ではそれを⽛委託生産⽜と表現することにする。

各戦術のコストは，下記のように定義されている。
国内生産：C
FDI ：C＊＋M＋A＊

委託生産：C＊＋M＋D＊

M：輸入を行うことに伴う特別コスト（保険料，輸送コスト，関税など）
※これ以外の記号の意味は，現地市場志向型ビジネスのケースと同じ

母国市場志向型ビジネスの戦術選択にかんしては，ラグマンは多くの紙幅を使って解説してい
ない。それゆえ正確に理解することは難しいが，母国市場で地歩を固める初期段階で⽛国内生
産⽜という戦術を採り，直接的に製品を販売して独占利潤を獲得できる点を除けば，各戦術の選
択条件は現地市場志向型ビジネスのケースと⽛ほぼ同じ⽜とラグマンは述べている12。つまりラ
グマンは，FDI と委託生産との選択問題について，

① 現地企業が有する⽛地の利⽜は MNC にとって⽛脅威⽜であり，それを有さないがゆえに
MNC は特別コストを負うが，このコストは時間の経過とともに⽛低下⽜する

② 技術を公開することに伴う⽛消散コスト⽜が禁止的に大きいゆえ，⽛将来性ある種籾の放
棄13⽜となる行為を慎むべきだが，このコストは時間の経過とともに⽛①のコストよりも
急速に低下⽜する

ことを前提とした総コスト比較という思考枠組を採り，戦術間の特別コストの差分が変化してい
くことに伴って，合理的戦術は

国内生産 → FDI → 委託生産
と順次変化すると結論づけている。

1.3．ネオ・ラグマン流戦術転換理論の構築
以上，二つのラグマン・モデルを概観した。それらのうち，後のモデルがわれわれの理論と同

様，母国市場志向型ビジネスにかんするものであるため，こちらを拠り所にしながら，逐次的戦
術転換についての論理的解釈をさらに深められそうである。

しかし，ラグマンが描く企業とわれわれのサンプル企業とでは，戦術選択の論理に違いがある
ことに注意すべきである。われわれのサンプル企業の戦術選択の思考では，⽛顧客との製品取引
を念頭に置き，そこで生じるコスト/リスクを抑えること⽜も重視されている。さらにサンプル
企業の戦術選択には，以下の特徴もみられる。一つは，技術的優位の喪失による消散コストが
FDI の選択ファクターとなっていないこと，もう一つは，委託生産の特別コストの低下が委託
生産を選択する一因ではあるが，主因にはなっていないことである。以下では，これらの特徴に
留意しながら，サンプル企業の戦術選択の思考について若干のディスカッションを行いたい。

⚑点目の特徴から，サンプル企業は外国企業と⽛丸腰⽜で勝負しているのかという疑問が生じ

12 Rugman（1981）邦訳，p. 43。
13 Ford & Ryan（1981）邦訳，p. 12。
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よう。この点を考えるには，まず母国市場志向型ビジネスの特徴を整理しておくことが肝要であ
る。ラグマンの理論研究の出発点は，現地市場志向型ビジネスを想定した研究であり，技術をは
じめとした高度な企業特殊的優位の所有が FDI の必要条件とされた。現地市場志向型ビジネス
での FDI の場合，生産地と市場がともに外国であるため，非現地企業が生産・販売の両面で苦
境に立たされることを考えれば，この条件はきわめて重要である。

一方，母国市場志向型ビジネスでの FDI の場合，生産地は外国であるが，市場は母国である。
このビジネスを行う企業についてこれらの点からいえそうなことは，以下の二つである。一つは，
現地で活用される企業特殊的優位には，現地市場志向型ビジネスの場合ほどの高いレベルは求め
られないこと，もう一つは，市場が母国であるがゆえの外国企業に対するアドバンテージを持つ
ことである。そのアドバンテージとは，⽛市場国企業であるがゆえに有する⽝地の利⽞⽜であり，
たとえばそれまでの反復的取引を通じて培った信用に基づく関係は，参入してくる外国企業に対
する大きな差別的優位となる14。

新興国企業がコスト面での優位を活かして本格的に自国市場へ参入してくると，企業は大きな
脅威を感じるようになる。そこで生産地を母国から生産コストが低廉な国に切り替えて新興国企
業の優位性を低下させつつ，前述の長期的関係を最大の武器として対抗する。したがって，信頼
を失墜することなく，長期的関係という強みを保持することが企業にとって重要となるが，その
可否は顧客ニーズの充足度如何で決まる。そこで企業は，この時期における⽛より良いモノを，
タイミング良く欲しい⽜という顧客の要求に応えやすい方法を選択することになる。この時期に
おける新興国企業の諸力は一般的に不十分なため，顧客が求める⽛品質15⽜の担保や⽛納期16⽜
の実現は，委託生産ではなかなか確証が持ちにくく17，機会損失が発生しやすい。それゆえに，
生産活動を管理しやすく，製品調達が安定的な FDI が選好されることになる18。

以上から，⽛技術力という強みを維持して利潤を獲得するために，技術の取引市場を内部化す
る⽜ではなく，⽛顧客との関係という強みを維持して利潤を獲得するために，製品の取引市場を
内部化する⽜というのが，われわれが導出した FDI の選択論理であるといえる19。この場合の戦
術選択において重要な変数となる委託生産の特別コストは，⽛品質・納期面での顧客ニーズへの
対応の難しさから，母国市場での優位性が危険に晒されることに伴う特別コスト⽜と表現できる。

つぎに⚒点目の特徴からの議論である。ラグマン・モデルでは，委託生産の特別コスト（消散

14 本山（1987：33）は企業の国際競争力の源泉の一つとして，販路を自ら創出する能力を挙げている。これ
は，不慣れな環境下でのビジネスが容易ではないことの裏返しでもある。

15 ここでの品質は，おもに⽛当たり前品質⽜を指す。
16 納期の問題とは，たとえば納期の正確性，リードタイムを短縮する即応力，納品方法の適切性などについ
ての問題を指す。

17 納期の遵守を左右する企業の能力として，藤本（2003：39）は工程の産出可能量である⽛生産能力⽜を挙
げているが，製造品質の均一性である⽛工程能力⽜も重要である。このように品質と納期への対応は，それ
ぞれ個別の問題ではなく，菰田（1995：34）は⽛品質の向上→歩留まりの向上→納期の短縮⽜という一連の
因果関係の存在を指摘している。

18 人的資本の質の低さゆえに，技術移転が困難な国は，FDI 先として選択されにくい（Buckley & Casson,
2010: 9-10）。企業間でのコミュニケーション・コストが企業内のそれに比べて大きいことを考えれば，そう
した国の企業へ生産を委託することは一層困難である。

19 ダニング＝ノーマン（1986：82）は，ライセンシングを⽛資産の契約取引⽜，委託生産を⽛製品の契約取
引⽜とし，二つを区別している。
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コスト）が低下し，FDI の特別コストを下回ることで委託生産が選択されると説明された。他
方，われわれの FDI から委託生産への転換論理は，以下の通りである。時間の経過とともに，
顧客ニーズの重点は価格へと移っていく。優位の源泉である顧客との信頼関係を維持し，利潤を
確保するためには，さらにドラスティックなコスト削減努力が必要になる20。その代表的なもの
が，⽛固定費の変動費化⽜を目的とする業務の分離である。そこで，地の利を活かして生産資源

（原料，中間財，労働力など）を低コストで調達できるといった長所を有する現地（外国）企業
が，生産コストをより一層抑えるための頼もしいパートナーとなる21。異国の地での低コストの
追求は非現地企業には限界があるため，現地企業への生産委託を選択することの合理性は高い。
FDI 選択時の⽛受入国の現地で生産活動する際に負うノンネイティブのハンデから，母国市場
での優位性が危険に晒されることに伴う特別コスト⽜が次第に⽛大きく⽜なるとともに，要求さ
れる品質・納期に十分に応えられる諸能力を現地企業が有するようになることで前述の委託生産
を選択する時の特別コストが次第に小さくなることで，委託生産が選択されるに至る22。これが，
われわれの委託生産の選択論理である。FDI の特別コストの定義のみならず，その経時的変化
の方向（上昇傾向）についても，ラグマン・モデルとは異なっていることに注意されたい。

以上，ラグマン・モデルのロジックを下敷きに，本研究のサンプル企業の戦術選択の思考を整
理し直した。創出された母国市場志向型ビジネスの戦術シフト理論は，既存のラグマン・モデル
を踏襲しながらも手を加えてモディファイされたものであるため，⽛ネオ・ラグマン流戦術転換
理論（以下，NR 理論と略記）⽜と呼称しえよう。NR 理論は，掻い摘んでいえば，競争優位の源
泉である長期的信頼関係，およびそれがもたらす利潤を確保するために，それらに直結するファ
クターである QCD を満足しうる合理的な戦術を選択しようとする企業行動を描くものである23。
自社（Company），競合企業（外国企業；Competitor），顧客（Customer）の⽛3C⽜の関係を踏
まえながら，企業内外の資源を巧みに組み合わせ，局面ごとに戦術を最適化しようとする経営判
断をモデル化した NR 理論は，ラグマン・モデルと一線を画すものである。

シンガー（1975 邦訳：261）は，MNC が⽛信頼⽜を最も価値ある資源と考え，それを活用す
るための適切な戦術を選択していることを指摘している。われわれの導出したロジックは，サン
プル・セレクション・バイアスが懸念されるほど大きくはないように思われる。

1.4．多国籍企業研究の中でのポジション
前節では，ラグマン・モデル，とりわけ母国市場志向型ビジネスにかんするそれにアレンジを

加える形で戦術転換理論の構築を試みた。その際の要点の一つとされたのは，外国企業（新興国

20 信頼，コミュニティ関係の維持，価格，生産性がとくに標準的製品を扱う企業にとって重要となることは，
富樫（2003：18-19）によっても指摘されている。

21 非現地企業が現地の資源を利用する際の困難については，⽛市場の不完全性⽜の問題として解釈できる
（Hennart, 2012: 172）。現地ですでに大規模な生産活動を行っていることで，中間財メーカーに対して高い交
渉力を有していることも，現地企業が中間財の調達面で優位に立てる一因である（西田・梅咲ほか，2009：
61）。

22 委託生産の技術的問題が次第に小さくなっていくのは，現地企業（受託企業）の技術力が向上するためで
あるが，移転される技術が標準化し，移転が易化するためでもある。

23 天谷（1956：87）は QCD や信頼のほかにも，さまざまな競争力の決定因を挙げている。それらが戦術選択
に与える影響についても，今後追考すべきである。
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企業）の能力のレベルであった。
現地（外国）企業の能力の低さをはじめとした補完的資源の蓄積不足を理由に，MNC が戦術

として FDI を選好することは，ダニング（1977：409），米国商務省（1972 邦訳：19）などの先
行諸研究でも指摘されてきた。たとえば国際ビジネスを行う企業にとってブランド・イメージの
維持は重要な課題であり24，それを左右する⽛移転技術が体現された製品の品質維持⽜を外国で
実現しやすいことを理由に，企業は FDI を選択すると理解されてきた25。

先行諸研究は，いわゆる⽛裏の競争力26⽜の維持・向上を戦術判断時の大きなポイントとする
点で NR 理論と重なるが，現地市場志向型ビジネスにおける戦術選択にとくに焦点を当てている
点で NR 理論と異なる。また諸家の所説では，各戦術を選択する合理性が，顧客欲求の充足度を
高めることも念頭に置いた⽛価値づくり27⽜という面からは評価されておらず，その点でもわれ
われの立論とは隔たりがある。

母国市場志向型ビジネスの戦術選択については，成熟・標準化した財の場合，生産コストの節
約が対外展開の重要な目的となるため，FDI よりも委託生産が選好されやすくなることを冨浦

（2014：155-156）が論じている。同じく母国市場志向型ビジネスにかんする研究として，われわ
れにとってとくに興味深いのは，PLC 論を基礎としながら戦術選択を分析したリー（1980）で
ある。母国市場で外国企業と競争する場合，⽛技術的優位⽜のほかに⽛時間をかけて得てきた信
頼・支持を基礎とするマーケティング上の優位⽜が強みとなるが，PLC が進んだ後の時期でも，
後者は維持されている。その優位を活かしてより大きな利潤に繋げるために，企業は生産拠点を
労働コストの安い外国へ移す。このように論じたリーは，内部化理論を援用しながら FDI と委
託生産の間の選択判断についての解釈も試みている。ただしその内部化理論の枠組による解釈は，
バックレー＝カッソン流の⽛静的⽜なそれにとどまっている。

一貫して PLC 論をベースとし，⽛ビジネス環境の変化とそれに応じた行動⽜という統一的視点
を採りながら，FDI と委託生産の間の⽛動的⽜な選択判断にまで射程が及んでいる本研究は，
先達の研究成果を包含し，さらに拡張したものと位置づけられる。

⚒．産業空洞化論におけるネオ・ラグマン流戦術転換理論の意味づけ
つぎの取り組みは，産業空洞化論における NR 理論の意義を問い直すことである。とりわけ主

張が大きく異なる研究との関係を検討することは，NR 理論が有効となる要件の明確化や，同理
論の再解釈に繋がる28。

24 ⁋（1990）p. 37。
25 Singer（1975）邦訳，p. 276。他社から供給される製品の品質と戦術の選択については，ホーストマン＝
マークセン（1987）も論じている。ただしホーストマンらの議論は，低品質製品の供給が他社（生産者）の
能力不足ではなく，他社の思惑によるものであることを前提としている。

26 ヘラー＝藤本（2007：289-290）は，製品の訴求力や価格などを⽛表の競争力⽜と呼ぶ一方，QCD などの
直接顧客に見えない部分の競争力を⽛裏の競争力⽜と呼んでいる。

27 延岡（2011：31-39）は，製品を生産・供給する上で自社の能力や競合企業の状況だけではなく，顧客が下
す価値評価も意識することが，企業にとって重要であることを強調するとともに，それらを意識した企業活
動を⽛価値づくり⽜と呼んでいる。

28 科学の大きな目的は，現象に論理的解釈を与えてそれを把握できるようにしたり，現象の将来的発現につ
いての予言力を高めたりすることにある（中屋敷，2019：93）。われわれがここで行うのは，そうした目的を
意識した作業である。

― 8 ― 北海学園大学経済論集 第 70 巻第 3 号(2022 年 12 月)



ところで⽛産業空洞化⽜は，ʠhollowing out（域内生産活動の減退，およびそれにより生じる
経済への悪影響）ʡあるいはʠdeindustrialization（第三次産業中心の産業構造へのシフト，いわ
ゆる⽛サービス経済化⽜）29 ʡの訳語である。前者は⽛衰退への経路⽜，後者は⽛発展への経路⽜
を含意する語であることから，産業空洞化をめぐっては研究の論調が一様とはならず，対立さえ
起こりうることは想像に難くない30。事実，産業空洞化という現象の存在の有無についてすら，
コンセンサスが得られていない。

本研究で目指すのは地域産業の空洞化，すなわち⽛企業の国際事業活動が進展することで域内
の産業集積が凋落（生産・投資・雇用などの減少）し，経済が衰退していく事態⽜の顕現を説明
する理論の構築である。それゆえ，われわれが産業空洞化を消極的意味で捉える立場をとってい
ることは明白である。

そこで本節では，産業空洞化を積極的意味で捉える立場からの説との比較のみならず融合も模
索しながら，⽛最小公倍数的31⽜な産業空洞化理論を導出することを試みる。異質な二つの説の
間にある矛盾の解消は，産業空洞化に対する観察眼のバランスの改善，ひいては政策の質的向上
にも寄与するだろう。

2.1．産業空洞化めぐる楽観論と悲観論
ニクソン・ショック後の円高進行に対応する形で，日本企業の越境が目立ち始めた。この激し

い動きにかんし，とくに耳目を集めたのが，国内の生産活動や雇用機会への影響であった32。それ
らへの関心が高まった背景の一つは，1973 年の石油危機を発端とした国内雇用の悪化である。雇
用不安の強まりにより，国民は FDI の増加が由々しき問題であるとの認識を高めたのであった33。

もう一つの背景は，1950 年代末以降，経常収支や労働市場の雲行きが怪しくなった米国で，
その元凶として FDI が度々槍玉に挙げられてきたことである34。そうした米国での状況を重ね合
わせ，日本でも FDI と産業空洞化の関係が強く意識されるようになったのである。続く 1980 年
代においても，雇用情勢の低迷と円高の進行による FDI の増進が日本経済の顕著な趨勢として
認識されたことと35，ドル高に反応した多くの米国企業による FDI の選択が，米国国内の製造業

29 阿波・内田・太田（1993：70）によれば，ʠdeindustrializationʡという語を最初に定義したのはブルースト
ン＝ハリソン（1982）であるという。

30 研究論文や報告書で用いられている産業空洞化の定義は，本文で示した二つのうちのいずれかに分類され
るわけではなく，折衷的な定義もみられる。たとえば経済企画庁編（1986：174）は，⽛製造業全体が競争力
を失い，国内から重要産業が撤退して FDI などを通じて国外へ流出し，国内にはサービス産業のみが滞留し，
成長力が弱化する状況⽜と定義している。

31 ⽛複数のものにできるだけ手を加えることなく，それらで構成される一つのものをつくり上げようと試みた
結果⽜という意味で用いている。

32 産業構造審議会編（1971）p. 105；通商産業省編（1973）p. 213；世界経済情報サービス編（1979：1-3）。
そうした懸念から，MNC（FDI）にかんする多くの知識を得ることを目的に，1972 年に外務省の多国籍企業
調査団が諸外国へ派遣された（澄田・小宮・渡辺編，1972）。

33 電機労連企画部編（1979）p. 48。
34 1960-70 年代の米国において討議された，FDI が国内経済に与える影響についての論点は，世界経済情報
サービス編（1979）やバーネット＝ミュラー（1974 邦訳：第 10 章）に詳しい。

35 ⽛日本経済の黄金期⽜との印象が強い 1980 年代の完全失業率は⚒％台であり，⚑％台で推移した 1960-70
年代半ばに比べて高水準であった。また有効求人倍率（含パートタイム）は 1975 年以降⚑を下回り続け，
1988 年になってかろうじて⚑を上回るという状況にあった。
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を一層衰退させたという説に刺激を受けたことにより，日本の有識者は企業の対外展開の動向と
その国内経済への影響について，さらに興味を深めた36。

産業空洞化の文脈で関心が向けられる対外生産移転が FDI に限定されがちであるのは，上述
のように米国の状況を強く意識しながら，⽛日本は米国と同様の道を辿るのか37⽜という問題意
識の下で，議論が展開された経緯と無縁ではないだろう38。

日本の有識者による論争では，FDI と産業空洞化の関係性のみならず，産業空洞化の将来的
な発現の可能性も否定する論者が主導権を握ってきた印象が強い39。FDI が国内の雇用や生産・
輸出活動にむしろ正の影響を与えると結論づける研究のうち，代表的なものは国際経済学者に
よって提出されてきた。それらの大きな特徴は，ミクロデータを用いた計量分析という手法が用
いられ，その結果に裏づけられている点にある。

同様に，産業空洞化が案じられ始めた当時から⽛今後対外投資がかなり活発化しても経済の空
洞化が生ずる懸念はきわめて少ない40⽜と明言し，FDI が日本経済に対して正の効果をもたらす
との見解をくり返し示してきたのが，各省庁やそれらからの諮問を受けて設置された各審議会，
および各政府系機関である。それらから提出されたレポートの中には，FDI が国内経済に負の
影響を及ぼしていることを表わすデータを示すものの，強い危機意識を持っていることを感じさ
せない言及にとどまる記述もみられる41。FDI によってもたらされる負の部分は，あくまで⽛状
況改善に向かうダイナミックな過程で必然的に生じるもの⽜と意に介さないようである。

藤原（1989：282）によれば，日本の FDI 政策に大きな影響を与えたのが，産業構造審議会編
（1971）である。同報告書では，労働力不足，インフレ，開発途上国のキャッチアップ42，環境

36 ドル高に伴う対外生産移転が一因となり，1980 年代においても米国では産業空洞化がさらに進んだ（三
橋・⁋・横田・垣下，1998：29）。そうした経済的危機を⽝ビジネス・ウィーク⽞1986 年⚓月⚓日号（第
2935 号）がʠThe Hollow Corporationʡと題した特集記事でレポートしたことを契機として産業空洞化論争
が米国内でヒートアップし，それが日本に飛び火した。

37 経済企画庁編（1986：174-175）のように，米国において産業空洞化は生じていないとする見解もわずかに
みられたが，⽛米国では産業空洞化が生じている⽜ことを既成事実とし，⽛それに対して日本では……⽜とい
う論調が多くみられた（たとえば及川，1987：66；世界経済情報サービス編，1979：13）。⽛わが国は米国の
産業空洞化を反面教師として受けとめ，空洞化を回避せねばならない⽜（経済同友会編，1987：32）という思
いを多くの識者が抱いていたため，日本では現実的問題となる以前から産業空洞化についての議論が始めら
れてきた（井口，1997：127）。

38 社会科学の研究に求められる一要件は，⽛今日的意義があること⽜である。そのように考えると，産業空洞
化を分析するにつき，当時著しく増加していた FDI との関係に関心を置くことは自然であったともいえる

（藤原，1989：264-265）。
39 日本における産業空洞化論には悲観的なものが多い（井口，1997：109）が，経済学者の見解に限れば，楽
観的なものが多い（叶，2003b：313；松浦，2011：18-19）。産業空洞化にかんする主要研究についてのレ
ビューは，中村・渋谷（1994）が 1980-90 年代半ば，渡辺（2002）が 1980-90 年代末，清田（2014）および
桜井（2013）が 1990-2010 年代前半の研究をそれぞれ対象に行っている。

40 通商産業省編（1973）p. 213。
41 通商産業省産業政策局国際企業課編（1995）pp. 30-32；（1996）pp. 69-78；（1999）p. 69；通商産業省政策
局編（1986）pp. 33-35。これらの記述から，⽛実証分析を行った目的が客観的な現状評価というよりも，信念
の正当性の確認・証明にあったのではないか⽜との猜疑心を禁じ得ない。筆者の邪推だろうか。

42 石油危機後に重厚長大型産業が構造不況に陥る中，造船の受注競争で韓国企業に敗れた事実が，アジア諸
国・地域に日本が猛追されているとの認識を強めた（日本経済新聞社編，1978：⚙）。その後 20 世紀末以降
に広がった⽛中国（経済）脅威論⽜もまた，日本の産業のあり方についての論争の火種になった。これにつ
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問題の深刻化，既存工業の立地適正化の限界など，直面する諸問題の解消ポイントとなる⽛産業
構造の転換⽜を進める手段として，FDI を促進すべきとのポリシーが示された43。

戦後の日本は，アジア諸国・地域との共存共栄，公害・エネルギー問題への対応，対外不均衡
の是正などの諸課題に直面したが，それらを克服するための共通したカギは⽛産業構造の転換⽜
であると考えられた44。そうした認識の下で，各省庁などが有効な構造調整手段であると一貫し
てみなしてきたのが FDI であった45。したがって，産業構造審議会編（1971）が示した方針は，
そうした政府の所信に基づいて出されたものの一つとみてよいだろう。

もっとも，FDI の有効性を支持し，産業空洞化を否定する学界と省庁の見解は，それぞれ独
立したものではない。各審議会には，多数の学者が参加してきたからである。たとえば経済審議
会経済構造調整特別部会は，進みつつある産業の構造転換を産業空洞化と捉え，それを妨げるこ
とは望ましくないとの見解を盛り込んだ報告書（1987 年⚔月 23 日発表のいわゆる⽛新・前川レ
ポート⽜）を提出し，それが後の政策の基礎とされた46。

一方，企業の対外生産移転に関心を寄せるものの，そこに希望の光を見出さなかったのが，地
域経済の発展に興味を持つ研究者達である。たとえば岡田（1999：77-93；2016：85）は，下請
け発注の減少による取引先への間接的（波及的）影響なども生みながら産業空洞化を導くものと
して，FDI を否定的に評価している。FDI への評価は，先の省庁のケースのように，信念とも
いえる固有の思考に根差すものなのかもしれない。そうだとすれば，FDI を否定的に批評する
地域経済学的思考とはどのようなものだろうか。以下，筆者なりの理解を示したい。
⽛地域⽜はいわゆる多義語であるが，少々大胆に概括すれば⽛同質的なものが分布し，それら

がそれぞれの機能によって互いに結合しながら共存する一定の空間（集積）⽜と定義される47。
この定義にしたがえば，地域的視点に立つとは，⽛関係（空間の共有）⽜という観点から物事を把
握すること，また地域的発展（衰退）とは，⽛関係⽜が深まる（弱まる）ことと理解できる。

地域経済学的にみれば，産業はそれにかかわる各ステークホルダー間の関係として把握され，
域内企業（工場）の消失という状態は一体的関係の崩れ，すなわち産業の衰退であると理解され
る。よって地域経済学者の観点からすれば，生産活動を対外移転する FDI は産業の解体，すな
わち産業の衰退（空洞化）を導くものであり，是認できない企業行動として評価されることにな

いては，内閣府編（2002）第⚓章。
43 産業構造審議会編（1971）pp. 39-56。
44 終戦直後においても⽛産業の質的改善⽜が目指されたが，当時の目標は基軸産業の転換よりも基軸産業の
国際競争力の向上に置かれた。戦前から続いた国の保護政策により低位にとどまっていたコスト競争力を改
善するため，合理化の徹底が求められた（経済安定本部編，1952：40-42；経済企画庁編，1955：73-89）。当
時，基軸産業の転換の必要性は，各地の自治体によって強く認識されていた。農林水産業や軍需産業に依存
した構造からの脱却を目指し，各自治体は主体的に工場誘致に取り組んだ（政経月誌編集部，1953：51-54）。
このような取り組みが，後述する地方圏への工場移転の増勢につながっていった。

45 たとえば経済企画庁編（1990：12），国際協調のための経済構造調整研究会メンバー（1986：89-91），産業
構造審議会編（1980：59-62），橘（1978：9），通商産業省編（1973：212）。

46 経済審議会経済構造調整特別部会（1987b）p. 41；及川（1987）p. 61。なお，同特別部会の中間報告（1986
年 12 月⚑日提出）では，FDI によって減少すると予想される雇用機会は将来の就業構造変革によって十分吸
収できるとの記述がみられたが（経済審議会経済構造調整特別部会，1987a：127），最終報告では削除されて
いる。

47 ここでは郭（2010：163），中村（2004：59-63），山田（1988：7-8）などを参考にしている。
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る48。
産業空洞化に対する地域経済学的な見方は，これまで多くのメディアで報道されてきた実態を

想起すれば，妥当なものであると思われる。それにもかかわらず，実証分析の結果に裏打ちされ
た国際経済学者らの見解と対立するのはなぜだろうか。岡田（2016：84-87）は，FDI がもたら
す効果が，新設される国外工場に代わって閉鎖される国内工場の立地地域にもたらされるとは限
らないことを強調している49。たとえば，A 地域に本社を置く企業が B 地域に所有している分工
場を閉鎖して，国外に工場を新設したとする。その国外工場での生産に必要な中間財を日本から
輸出する場合，B 地域の地場企業でそれが生産されるとは限らない。もし A 地域の本社で生産
されれば，B 地域では産業空洞化が起こることになるが，国際経済学者らの計量分析では，そう
した影響が踏まえられていない場合が多い50。これが，ともに現実に即した研究でありながら，
結論に齟齬が生じる一理由であると考えられる。

国際経済学者らの研究に上記の特徴がみられる理由は，いくつか考えられる。⚑つ目の理由は，
国民経済の利益に合致しているか否かという視点から物事を把握・評価するという学問の性格に
ある。⽛国際経済学とは，独立国の間の経済的なやりとりをめぐる特別な問題から生じる課題を
対象とする学問である51⽜という定義からすれば，国際経済学者がネットで産業空洞化問題を捉
えようとするのは至極当然である。

⚒つ目の理由は，国際経済学者が分析を行う際の発想が，伝統的な貿易理論に基礎づけられて
いることにある52。伝統的な貿易理論では，外国（相手国）の産業との関係，および国内の他産
業との関係が念頭に置かれているため，この理論をミクロレベルの研究に落とし込めば，自国で

48 対外生産移転が地域社会に与える悪影響にかんする日本以外での議論は，たとえばブルーストン＝ハリソ
ン（1982）。

49 地域経済学者が MNC の私的利益と地域の社会的利益が一致しないことを重くみるのは，地方圏の工業化
がどのように進められ，それらの地域がどのような苦い経験をしてきたかを深く理解しているからであろう。
それらについて，以下略述しておく。国土の自然的条件（資源の分布）を考慮した国土の最適な利用を目指
し，戦後間もない 1950 年⚕月 26 日に⽛国土総合開発法⽜が制定され，その目標達成のための一策として，
産業立地の適性化が定められた。1960 年代になると，産業立地の再編は，産業構造の転換による日本経済の
国際競争力向上，および公害問題や過密問題の深刻化，労働力確保の難化，工場用地・用水の確保難など，
悪化する生産環境の改善を実現するための有効策として位置づけられた（小長，1970：22-23）。さらにその
頃から，地方圏への工場移入は，地域間の経済格差の解消策としても重んじられた。たとえば⽛低開発地域
工業開発促進法⽜（1961 年 11 月 13 日公布），⽛全国総合開発計画⽜（1962 年 10 月⚕日閣議決定），⽛新全国総
合開発計画⽜（1969 年⚕月 30 日閣議決定）において，工場移入を域内経済の発展の呼び水とするとの方針が
示された。1970 年代に入っても，全国的な工場再配置の経済効果は引き続き重視された（1972 年⚖月に田中
角栄〔当時・通産大臣〕が著した⽝日本列島改造論⽞，同年⚖月 16 日公布の⽛工場再配置促進法⽜，1977 年⚗
月 27 日に通産省が発表した⽛工業再配置計画⽜などを参照されたい）。かくして⽛外来型開発⽜は全国各地
で経済発展モデルの基本形となったが，その政策の下で誘致された重厚長大型産業は，前述のように石油危
機や新興国・地域の追い上げを背景として大きく低迷した。結果，地域開発において⽛域外依存からの脱却⽜
と⽛工業の高度化⽜が新たな課題とされ，地元の大学や技術・情報センターを中心として産学官が有機的に
連携し，地域特殊的 R＆D 活動を原動力とする⽛地域主導のハイテク工業の開発計画⽜，すなわち⽛高度技術
工業集積地域開発促進法⽜（1983 年⚗月 15 日公布）によって制度化された⽛テクノポリス構想⽜が提唱され
た。ところが，同構想の中核産業は労働集約的性格が強く（岩元，1984：18-19），かつ結局企業誘致が優先
され，地元企業も期待されたほど発展しなかった（竹内，2006：91）。こうして長い間，域外に大きく依存す
る体質を改められなかったことにより，地方圏は⽛単なる生産現場でしかない地域⽜に成り下がり，域外の
本社の戦略・戦術に翻弄されやすく，キャッチアップしてきた新興国・地域との厳しい競争で劣勢に立たさ
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の活動と外国での活動，および既存の活動と新しい活動という二つの軸から構成される一企業内
での国際分業分析に帰着しやすい。

そして⚓つ目の理由は，アンケート調査を通じて得られたデータに基づく分析では，FDI か
ら波及する間接的影響を把握することが難しく，直接的影響のみの評価とならざるをえないとい
う事情にある53。このような事情を踏まえると，自国内の他のアクターとの関係を視野に入れる
ことが難しいことも得心がいくだろう54。

以上，産業空洞化を俎上に載せることの意義をめぐり相克する二つの説について概説した。ラ
フに整理すれば，国際経済学者や省庁を中心に繰り広げられてきたのは，FDI が国内経済にも
たらす⽛光⽜にクローズアップする⽛楽観⽜的な産業空洞化論であり，地域経済学者を中心とし
て展開されてきたのは，FDI が国内経済にもたらす⽛影⽜を強調する⽛悲観⽜的な産業空洞化
論であった。自らが属する専門家集団や学派で共有されている原理，およびそれらを基礎とした
問題意識・価値観の違いが，対外生産移転への解釈や功罪評価をめぐる対立的な論を並存させた
といえる。これら二つの論を，以下ではそれぞれ⽛楽観論⽜，⽛悲観論⽜と呼ぶことにする55。

多くの悲観論者もまた，多くの楽観論者と同様に対外生産移転を FDI と同一視しているが，
⽛域内の紐帯の弱化⽜をもたらす企業行動という点から対外生産移転に興味を持っていることか
らすれば，委託生産も視野に入れた研究を行うべきである。対外生産移転の手段として FDI と
委託生産を考慮する NR 理論は，悲観論を精緻化することに貢献しうるものと位置づけられる。

2.2．ネオ・ラグマン流戦術転換理論の有効要件
悲観論者が強調するように，企業の対外生産移転によって，域内のステークホルダーとの関係

は弱化する。しかし，企業が域内で新しい価値創造活動に着手する場合，ステークホルダーとの

れる脆弱な地域となった（関，1997：14-15）。
50 岡田（1988）p. 43。このように巨視的な把握では，MNC の私的利益と，その企業行動に影響を受ける地域
の社会的利益との間の矛盾を見落としうる。それゆえに，微視的視点から分析を行う地域経済学者との対立
が生じる。

51 Krugman, Obstfeld & Melitz（2015）邦訳，p. 3。
52 松浦（2011：18-19）によれば，産業空洞化否定論者の議論は，FDI を国際分業の推進手段と捉える見方を
基礎としている。たとえば浜田（2002）。

53 労働省労働統計調査局編（1987）p. 168。
54 輸出誘発効果と国産品の転換促進効果から FDI を高く評価する説を目の当たりにするにつき，多くの研究
者や各省庁などが意識的にせよ無意識的にせよ，雁行形態論（小島モデル）的枠組に沿った思考を採ってい
るように感じずにはいられない。これまで各省庁が日本経済の分析枠組として雁行形態論を重用してきた

（たとえば通商産業省編，1972：300-301）経緯が，そうした印象をさらに強める。事実，経済企画庁編
（1994：307-308），通商産業省編（1973：213；1995：183-185），通商産業省産業政策局編（1994：63-64），
若杉（1999：184）などにおいて，まさに小島（1971）の論理にしたがった産業空洞化論が展開されている。
これら以外にも，生産工程や製品を国際分業の単位とする点でオリジナルとは異なるものの，雁行形態論の
論理をベースにしていることが明白な産業空洞化論は多数見受けられる。FDI を通じて国際分業構造が変質
することにより，日本は産業空洞化を回避し続けるというシナリオでは，吉野・城田ほか（1986：18）が指
摘するように⽛日本産業の技術的優位が維持されること⽜が前提とされている。雁行形態論が影を潜めた大
きな理由が，そうした前提と現実とのズレにあったことを想起すれば，やはり楽観的な産業空洞化論を手放
しに受け入れるわけにはいかないようである。なお，FDI による産業空洞化の可能性についての小島清の見
解は，⽛逆貿易志向型 FDI⽜の場合を除き⽛楽観的（否定的）⽜である（小島，1988a；1998b：33-34）。

55 産業空洞化への楽観論と悲観論についての言及は，高橋（1996）。
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関係が維持される⽛可能性⽜が高まり，悲観論者が描くような地域経済の崩壊は免れ⽛うる⽜。
このように考えながら改めて悲観論を振り返れば，同論の妥当性は，対外生産移転の後に新しい
価値創造活動が域内で起こらないことを前提に確保されることがわかる。NR 理論もまた然りで
ある。

これに対して，新しい価値創造活動に取り組む企業行動を前提としているのが，楽観論である。
新しい活動を始めるには生産要素（経営資源）を必要とするが，楽観論はそれらの供給が，FDI
すなわち⽛既存の価値創造活動の国内での停止⽜によって生じる未利用（遊休）資源の再配分に
よって可能であるとの前提に立っている56 57。新しい活動に取り組み，企業が成長するプロセス
にメスを入れたことで知られているのが E. ペンローズである。ペンローズは，企業内に存在す
る未利用資源が成長のための内的誘因となり，新しい可能性をもたらすと考え，企業成長のカギ
は未利用資源の創出にあるとの見解を示した58。楽観論者の間で共有されている発想の一原点は，
ここにも見出される。

NR 理論を含む悲観論と楽観論は，⽛ね
ㅡ

じ
ㅡ

れ
ㅡ

の関係⽜にあるとみられてきた。しかし，楽観論
と接続することにより，⽛企業が対外生産移転を選択するだけにとどまり，ストックとなった生
産要素を転用して新しい価値創造活動に踏み出さずに終わる，すなわちスクラップ・アンド・ビ
ルドが生じない⽜ことが，NR 理論を含む悲観論の一成立要件であることが露呈する。伊丹・伊
丹研究室（2004：3）は，⽛生産拠点が国内から国外へシフトすること⽜と⽛国内で新しい生産活
動への転換がみられないこと⽜の二つによって，産業空洞化が起こると指摘している。上記の見
方は，このような先行研究の言説とも整合的である。

ところで⽛サイクル⽜という語は，⽛複数の段階・プロセスで構成される一方向の連続的運動⽜
あるいは⽛一定の過程が終わると始点へ戻る循環的運動（circulation）⽜を意味する。NR 理論を
含む悲観論が描く戦術サイクルは完結的なそれであるため，前者の意味での運動であるといえる
が，楽観論が想定している国内での生産転換のサイクルは FDI によって促されるループ的なそ
れであるため，後者の意味での運動といえる。このような見方も踏まえて議論を整理すれば，産
業空洞化を回避するための要所は，二つの論がそれぞれ描く異質なサイクルの間のタイムラグを
いかに短縮できるかであるといえる59。MNC が自地域経済を衰退への途に誘う⽛破壊者⽜とな
るか，あるいはそれに繁栄をもたらす⽛創造者⽜となるかは，MNC が自地域内で新しい価値創
造活動に取り組む速度と継続性にかかっている。

56 若杉（1987）p. 60。この前提を明示したうえで議論を展開しているのは，たとえば天野（2000：79-80），
中小企業庁編（2006：89-90）。

57 中村（2006：272）や大貝（2000：71）は，対外生産移転によって生じる未利用資源が使われずに⽛域内
（国内）⽜に蓄積される状態に注目し，これを産業空洞化と呼んでいる。このように，産業空洞化問題という
文脈で未利用資源に注目する点でわれわれと通じているが，上記各氏は⽛企業内⽜のそれについて論じてい
るわけではないことに注意されたい。

58 Penrose（1995）邦訳，pp. 89，149。
59 これら二つの間のタイムラグについては，⽛サイクル⽜という語こそ用いられてはいないが，従前から藤原
（1996：155），叶（2003a：18-19，27-28），若杉（1987：59）などによって，ミクロレベルとマクロレベルの
両方で論じられてきた。これに関連して，みずほ産業調査部（2012：⚔）は国内での産業新興と対外事業展
開の活発化による利潤の国内還流の二本立てで国を発展させることを⽛攻めの空洞化対策⽜と呼んでいる。
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2.3．⽛衰退へのサイクル⽜から⽛繁栄へのサイクル⽜へ
産業空洞化は，広い視野を持って慎重に論じるべき問題である。そのため，楽観論と悲観論と

をいかに調和させるかは重要な課題であり，前項では NR 理論を含む悲観論を楽観論で補完する
形で両論を融合させた。本項ではそれとは逆に，楽観論の問題点を NR 理論で補うことができる
かを検討しながら，両論の融合のさらなる可能性を探りたい。

国外生産と国内生産がトレードオフの関係にあるという点から，楽観論の論調は疑問視されて
きた。さらに楽観論は，国外向け投資が国内向け投資とトレードオフであるとの観点からも批判
されうる。FDI はその額分の国内事業向け投資を減ずるものであるため，その影響を軽くみる
べきではないとの非議である。内閣府編（2002：174-175）などには若干みられるものの，楽観
論者はこれに対する回答を，国外生産による国内生産・雇用の減少を憂うる声への回答ほどには
明示してこなかったように思われる。

なるほど FDI は，国内での新しい価値創造活動に投入するカネの量に制約を与える。しかし
一方で，FDI で得られる利潤は，国内での新しい価値創造活動を支えるカネとなりうる。こう
してみると，上記の楽観論の瑕疵は，⽛企業が利潤を得るための手段⽜として FDI（対外生産移
転）をみなす視角を取り入れることで補われうる。そうした視角を提供するのが，NR 理論にほ
かならない。

くり返しになるが，楽観論では FDI は経営資源の転用を促すものとして理解されている。し
かし FDI には⽛経営資源のパッケージ移動60⽜という側面があることからもわかるように，実際
に国内で転用される経営資源の量は限定的である。これに対し，国外生産での戦術選択にかんす
る研究を行ったクラマー（1959：257）によれば，資本関係のない企業同士の提携は，他の戦術
に比べてカネのみならずヒトなども含む経営諸資源を節約できる点で合理的だという61。PLC 論
において，衰退期が⽛つぎの新製品の導入期に必要な資源を確保する時期⽜として意義づけられ
ている点も勘案すれば62，NR 理論が描く国内生産→FDI→委託生産のサイクルは，国内での新
しい価値創造活動へのサイクルを勢いづけるものであり，楽観論者が描く発展モデルを補うもの
と意味づけられる。基本的に国内生産→FDI→委託生産は，域内経済連関を弱めるサイクルであ
るが，新しい価値創造活動への循環的サイクルも併せて進展するとき，これへ資源を送り出す役
割を果たし，域内経済連関を維持・強化する正のサイクルとして機能しうるものとなる。

産業空洞化の抑止・未然防止策を講じる際，その基礎となる繁栄と衰退の各シナリオが必要と
される。経済学者の大きな役儀は，それらを裏づけるロジックの構築にある。本研究で検討した
戦術サイクルの理論は，それら両方のシナリオの基礎的理論となりうるものである。産業空洞化
問題を議論するうえでの NR 理論の意義は，当初われわれが見出していたそれよりも大きいとい
える。

2.4．企業内国際分業における本国拠点の役割
産業空洞化を回避するための要諦は，企業による域内（国内）事業の新陳代謝にある。域内事

60 小宮（1967）p. 24。
61 委託生産にも母国の事業活動の生産性を引き上げ，雇用を増やす効果があると結論づける研究が多数みら
れる。詳細は戸堂（2012：10-14）を参照されたい。

62 原田（1992）p. 103。
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業の道筋として，われわれは価値創造活動の新生を想定したが，先行研究ではそのほかに⽛中間
財・資本財の生産・輸出拡大⽜が有効とされてきた。本節の結びに，それらの合理性について吟
味したい。

国外事業活動と国内事業活動との間に代替的関係があるために産業空洞化が起こると考えれば，
両者が補完的に行われる場合には，産業空洞化が回避されると考えられる。この論理からすれば，
国内拠点が国外拠点への後方支援活動を担うことは，産業空洞化の回避に有効となる。しかし，
国外拠点においてもビジネス効率の向上が当然追求されるため，中間財・資本財の現地調達を積
極化していく。現地の裾野産業の発展や，ホーム地域からの関連企業の随伴進出などによっても，
現地調達率は一層上昇する。結果，FDI の輸出誘発効果は，次第に低下していく。この認識は，
藤原（1992：210-211）や原（1992：121-127）をはじめ，多くの日本人研究者の間で共有されて
きた63。国外においても，バーグステン＝ホースト＝モラン（1978：ch.3），バックレー＝ピアス

（1984）などにより，この認識を支持する分析結果が提出されている64。さらには，たとえ国内
（域内）での調達が維持される場合であっても，生産担当品目の変更，発注ロットの縮小，単価
の引き下げなどが行われる結果，域内の生産や雇用に悪影響が及ぶこともある65。

FDI から委託生産へと切り替えられることで，以上のようなネガティブな波及効果の問題は，
さらに深刻になると考えられる。対外生産移転がもたらす中間財・資本財の生産・輸出の増大と，
それに伴う雇用の維持・拡大に過大な期待感を持つべきではなく，その効果の見積もりには慎重
になるべきだろう66。

したがって，価値創造活動の継続的なリニューアルのほうが，有効性が高いと考えるべきであ
る。ただし，国内の拠点を R＆D 機能に特化させる形で国際的な分業を行うべきとの主張に対し
ては，意を示したい。R＆D 機能そのものだけでは，雇用吸収力が弱い。また，同機能だけに特
化した場合，生産能力が蓄積されず，最終的にそれを失いかねない。一度生産能力が枯渇すると，
それを取り戻すことが困難となる，いわば⽛技術の空洞化⽜が生じるため，R＆D 機能への特化
は避けるべきである。⽛履歴効果（hysteresis effect）⽜という概念が，その危険性を教えてくれ
ている。さらには委託生産へシフトした際，納められた財の善し悪しの判断が困難になることや，
内製化という代替案を失うために受託企業への交渉力が弱まることからも，生産機能を失うデメ
リットは大きい67。R＆D 機能の強化は，生産基盤を維持しながら進めるべきである68。

63 その他としては，たとえば成田（2001），島田（1996：260-261），篠井・成田（1999），通商産業省編
（1990：196-204；1991：219-220）。
64 FDI の輸出誘発効果を⽛継続的効果⽜と⽛当初効果⽜に分けて分析した藤井（1969：82-91）は，中間財に
ついては前者が期待できる一方，資本財については後者のみが期待できると結論づけている。これと同様の
見解は，通商産業省産業政策局国際企業課編（1996：12-13）。資本財に比べて中間財に対する輸出誘発効果
は長く続くものの，両財に対する同効果はともに低下していくとの見方もある（通商産業省編，1990：200）。

65 中小企業庁編（1988：72-75）や大崎（1999：219-220）は，取引先企業の対外展開に成長のチャンスを見
出せていない下請企業の実情について言及している。FDI を行う企業が中間財・資本財の生産・輸出を維持・
拡大していることを多くの実証研究が報告している。しかしそうした生産・輸出は，下請企業への発注を減
らすことで行われている場合があるとの指摘もあり（通商産業省関東通商産業局監修，1996：78），実証研究
の結果については慎重な解釈が求められる。

66 これに反して伊丹・伊丹研究室（2004：⚗）は，産業空洞化を回避するためのカギは，中間財の生産・輸
出の強化であると強く主張している。

67 今居（1990）pp. 92-93；木下（2021）pp. 173-178。
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Ⅵ．おわりに

⚑．本研究の要約
地域経済の弱体化の一つの根源と目されてきたのが，生産拠点を国内から国外へ移す企業の経

営行動である。生産活動の国際化は⽛FDI による国内（域内）生産から国外（現地）生産への
シフト⽜と認識されてきたが，FDI が対外展開時の唯一のチョイスではない。国外企業との提
携という方法もあるが，それを選択した場合の域内アクターの経済的関与度は，FDI を選択し
た場合のそれよりも低い。したがって，生産活動の国際化による域内産業の荒廃は，先行諸研究
のように単に国内生産から国外生産へのシフトではなく，国内生産から FDI，さらには企業間
提携へのシフトに影響を受けて進展するものとして把握できるのかもしれない。しかし，実際に
そうした域内経済に与える悪影響の強度の昇順で経営戦術が転換されていくのかどうかは不明で
ある。そこでわれわれは，その解明に挑戦し，インタビュー調査の結果を紡ぐことで仮説通りの
パターンが生じる可能性を見出した。粗削りな移行経路であったが，これに対して PLC 論を
ベースに合理的な解釈を与えることができた。導出された理論は，それと同様に PLC 論に依拠
しながら母国市場志向型ビジネスの戦術転換を説明するラグマン・モデルを援用・修正すること
で，より一層体系化された69。

導出された企業の戦術転換のパターンをより意義深いものとするために，それが持つ意味を改
めて検討した。その結果，NR 理論が描く戦術転換パターンは，地域経済の⽛衰退⽜のみならず，

⽛繁栄⽜を導くものであることがわかった。われわれが当初描いたように，導出された企業の戦
術転換のパターンが地域経済の⽛衰退⽜を導くプロセスとなるのは，たとえば企業の域内におけ
るイノベーションへの取り組みが消極的な場合であり，逆に⽛繁栄⽜を導くプロセスとなりうる
のは，そうした取り組みに積極的な場合であることが確認された。

企業が選択する経営戦術と域内経済の状況との関係は，それらを含むさまざまな事象の間にあ
る複雑な諸関係のうちのほんの一部であり，単純な一方的因果関係でないことは，もちろん承知
している。しかしながら，産業空洞化の回避・抑制策を検討するには，地域産業の盛衰メカニズ
ムの大枠を解明することが重要な路程となる。本研究での試みにより，われわれはその大きな目
標へ向けて，ささやかながら歩を進めることができた。

⚒．本研究の学術的貢献：多国籍企業研究への積み上げ
企業の対外生産移転と産業空洞化の関係が，長らく議論の対象とされてきた。議論の深化のた

めには，前者をおもに扱ってきた MNC 論と，後者の研究に注力してきた地域経済学をはじめと
する諸分野とを橋渡しする学際的な研究がとても有意義であると考えられる。これは多大なエネ
ルギーを注ぐに値する作業であるはずだが，斬新な成果の蓄積は，知り得た限り十分とはいえな
い。われわれの研究は，そうした中でのチャレンジであった。委託生産をも視野に入れた理論を

68 対外生産移転はブルーカラーの雇用を縮小させるとの報告も提出されており（Ṥ口・玄田，1999：141，
154），今後のその動向が注目される。

69 ただし，集成材のような生産財の場合，製品に求める点は同じ供給先企業でも，部署によって異なる。た
とえば購買部門は価格を重視する一方，製品を実際に用いる生産部門は品質や納期を重視する（高嶋・南，
2006：21）。
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構築し，それを分析用具として域内経済の問題にアプローチするという研究様式は，⽛持たざる
経営（自社が強みを発揮できる事業以外はアウトソーシングする経営）⽜が広がる中で，今後有
効性を高めていくことが期待される。

産業空洞化にかんする先行研究の中での NR 理論の意味づけは，すでにⅤ章⚒節で行った。
NR 理論は，これまで水と油の関係にあった産業空洞化をめぐる諸説の間の溝を埋める一視角を
提供するものであり，一定の学術的インパクトが認められよう。また，MNC 研究への貢献につ
いても，Ⅴ章⚑節⚔項で僅かながら論及済みである。しかし，われわれが構築した理論を NR 理
論と命名したこともあり，ラグマンのオリジナル・モデルへの貢献についての言及は避けられな
いだろう。

本研究は，ラグマン・モデルおよびそれを含む内部化理論の産業空洞化研究への応用可能性を
示したものといえる。内部化理論の適用フロンティアを広げ，その新天地を開いた。また本研究
は，結果的にラグマン・モデルを異質な事例に適用し，その頑強性を評価する実証的追試，およ
び説明力を高める修築作業を行ったものといえる。いうまでもなく，いかなる理論もある特定の
時代・社会的背景の下で構築されたものであるため，その有用性は環境・条件によって限定され
る。ロドリック（2018 邦訳：133-134）の指摘を俟つまでもなく，経済学の理論はすべて条件付
きである。それゆえ先行理論の実証的追試は，それを打破する新奇性に富んだ結果を導出する研
究とは評価されにくく，ナンセンスとされることもしばしばである70。

しかし，たとえば特殊事例を用いた実証的追試の結果を通じてオリジナル理論の仮定や前提条
件を明確する研究には，高い学術的インパクトが認められる。オリジナル理論の限界を確認なが
ら，その⽛外的妥当性⽜の程度を明らかにすることは，理論の予言力を高めることに貢献するか
らである。特殊事例を用いた追試的検討が価値あるものであるための他の条件として，たとえば
佐藤（2011：232-233）からは，これまで見過ごされてきたオリジナル理論の問題点を浮き彫り
にし，それを解決できる新しい一般理論の構築につなげること，本田（2021：45）からは，オリ
ジナル理論に基づく予想に反した結果が生じた理由や，発見を通じて新たに分析可能となったこ
とを明確にすること，浅川（2021：25）からは，研究対象としたサンプルの背景とオリジナル理
論の背景との関係について論じることという示唆を得ることができる71。以上の趣意を総括すれ
ば，特殊事例による追試的検討の価値は，オリジナル理論の発展にとって有益な⽛気づき⽜を導
出することにあると受け止められる。

では，本研究の結果を通じて，われわれはどのような⽛気づき⽜を提出できるだろうか。第一
の気づきは，これまで見逃されてきた論理展開上の問題点への気づきである。第二の気づきは，
すでに他の論者によって指摘さてきた問題点の解決に繋がる糸口への気づきである。

まずは，第一の気づきについてである。NR 理論との比較によって看取されるラグマン・モデ
ルの一特徴は，自社と競合企業との関係を強く意識する一方で，顧客との関係を軽視している点
である。なぜラグマンは，そうした視角を採るのだろうか。本研究のこれまでの議論によれば，

70 これは，妥当性が検証されなかったとしても，その理論を⽛誤った理論⽜ではなく⽛真理ではないが，条
件つきで正しい理論⽜とみなす立場からの冷評である。

71 ロビンズ（1932 邦訳：174-180）が示唆する実証研究の役割は，①理論の適用性を確認すること，②設定
すべき仮定を明確にし，それによって理論をブラッシュアップすること，③説明力が及ばない問題領域を明
確にして理論の修築を促すことである。
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顧客嗜好は競争の争点，さらには戦術選択を規定するものであり，決して無視できないものであ
るはずだ。そこで，ラグマンが競争の争点について言及している個所にあたってみると，その理
由を示すこともなく，高度な技術が競争の争点であることを議論の⽛前提⽜としていることが確
認される72。この前提は，当時の米系 MNC が高度な技術を最大の企業特殊的優位としていた事
実に基づくものと思われる。

買い手がどのようなものに価値を見出し，評価するかが，企業間競争の争点を規定することは，
これまでポーター（1990 邦訳：90）など多くの研究者が論じてきた通りである。よって，この
原則にしたがい，技術が競争優位のキーファクターとなるのは，高水準の技術が体現された製品
を顧客が求めているためであると解釈すべきである。しかし，競争の争点が重要なポイントとな
る理論を構築しているにもかかわらず，ラグマンは高度な技術という経営資源が競争の争点とな
る理由について，買い手の嗜好も視野に入れながら論理的に説明することを等閑にしている。ラ
グマンが PLC 論をベースにモデルを構築していることからしても，3C の観点の欠落は意外でし
かなく，まさに⽛画龍点睛を欠く⽜である。

元来，ラグマン（1981 邦訳：1, 7）の目指すところは，⽛一般理論⽜の構築にあった。上記の
点についての論理的議論は，そのラグマンの目標に近づくためにも慎重に行われるべきであった
と思われる。こうして NR 理論の構築を通じ，われわれはラグマン・モデルの論理展開上の問題
点とその修正方針に気づくことができる。

NR 理論の特徴は⽛地の利⽜を重要な競争優位の源泉とみていることにあるが，その点からラ
グマン・モデルを眺めれば，以下の釈然としない思いが脳裏に浮かぶ。ラグマンは現地市場志向
型ビジネスを行う際の競争相手である現地企業にとって⽛地の利⽜が大きな競争優位の源泉であ
るとみているにもかかわらず，母国市場志向型ビジネスを行う際の自社の競争優位の源泉として，
それが有する⽛地の利⽜をなぜ重くみないのか。母国市場志向型ビジネスを行う企業が外国（後
発国）企業と競争する場合，⽛高度な情報的経営資源（技術）⽜のほかに⽛地の利⽜を持っている
ことで，圧倒的優位に立てる。そのような大きな力の差がある状況で外国企業が母国市場へ参入
することは困難である。裏を返せば，外国企業の参入を許し，その対抗策として FDI を選択す
るのは，企業の技術的優位がかなりの程度失われた時期，いいかえれば，消散コストが微小とな
る時期であると考えるのが自然ではないだろうか73。

ラグマンの母国市場志向型モデルが上記のような論理展開にならない最大の原因は，母国市場
志向型モデルが現地市場志向型モデルとほぼ同じであるという前提の下で議論が展開されている
ことにある（Ⅴ章⚑節⚒項参照）。われわれの研究により，この前提に疑問を差し挟む余地がある
ことが浮き彫りとなる。これも，ラグマン・モデルの論理展開上の問題にかんする気づきである。
ラグマンは，現地市場志向型ビジネスと母国市場志向型ビジネスを一貫した論理で説明しようと
している。しかし，自らの議論の始点である⽛地の利⽜の重要性を，母国市場志向型モデルを構
築する際に見失っており，この点において論理的一貫性を保つことができていないのである73 74。

72 Rugman（1981）邦訳，p. 39。
73 FDI にシフトするタイミングは，母国市場志向型ビジネスに比して現地市場志向型ビジネスの方が一般的
に早いと考えられる。これについてはリー（1980：32）。

74 Ⅴ章⚑節⚑項でも述べたように，ラグマン（1981 邦訳：45）は輸出と FDI の選択にかんして M＊＜A＊ を
仮定している。輸出の場合は外国の製品市場にかんする情報だけを入手すれば済むが，FDI の場合はそれに
加えて，外国の要素市場にかんする情報も入手する必要があることがその理由だという。このように，ラグ
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委託生産を選択した際に企業が得られる戦術固有のベネフィットとして，われわれは⽛受託企
業（現地企業）が有する能力を活かすことによってもたらされる利潤⽜を考えた。それは，FDI
を選択した場合に断念されるものであることから，その喪失利潤を FDI の特別コストとみなし
た75 76。つまり NR 理論は，⽛機会費用的⽜特別コスト同士を比較する論理構成を採っているとい
える。そうした構造特性をもつ理論を構築することで，ラグマン・モデル内の D＊ は⽛機会費用
的⽜特別コストであるのに対し，A＊ は⽛貨幣的（会計上の）⽜特別コストであることが改めて
クローズアップされ，そうした異質な概念のコスト比較を行う構造の不自然さに気づくことがで
きる。

もっとも，⽛機会費用的⽜特別コストを比較する論理構造を採る NR 理論も，⽛貨幣的⽜特別コ
ストの影響を捨象している点で，特別コストの設定に問題があるといえるのかもしれない。ある
いはまた，とくに強い説明力があると看破された要因に絞って局所的に描くことにこそモデル化
の意義があると考えれば77，NR 理論のみならずラグマン・モデルもまた，特別コストの設定に
問題はないといえるのかもしれない。

もしラグマン・モデルの A＊ を，NR 理論のように⽛機会費用⽜的特別コストとして⽛他者の
能力を活かせないことに伴う特別コスト⽜と定義し直すならば，上述した論理構造のアンバラン
スさの解消以外に，どのような意義をそれに見出すことができるだろうか。

1980 年代以降，世界では企業間で戦略的提携が多数締結されてきた。このように常態化して
きた企業行動に対し，積極的な評価を与えられない内部化理論（含ラグマン・モデル）の限界が
指摘されてきた78。そもそも内部化理論は，構築当時の主流な対外展開様式であった FDI（企業
の MNC 化，あるいは取引市場の内部化）が選択されることを説明するための理論であった。そ
の目的を果たすためには，FDI の選択合理性を積極的に評価しうる論理構造であれば十分であ
り，逆に企業間提携の合理性をも積極的に評価しうる論理構造を採っていれば，目的不適合な理
論となっていたともいえる79。

しかし，企業の垣根を超えた共闘が盛んな近年においては，それをも一貫して説明しうる理論
でなければ陳腐化の一途を辿るだけである。その点，A＊ を経時的に上昇する変数とみなし，上
記のように定義する NR 理論の論理構成は，ラグマン・モデルが限界を超え，企業間提携の積極
的選択についての説明力を得るための道筋をつけるものとなりうる。これが第二の気づきである80。

マンは⽛自国の馴染んだ環境下で活動する際のアドバンテージ⽜に気づいているにもかかわらず，われわれ
がここで指摘したような論理的問題点を残したことに，首を傾けずにはいられない。

75 Ⅴ章⚑節⚑項では，A＊（外来性の不利）の大きさは見方を変えると，それを負担せずに済む⽛現地企業の
地の利によるアドバンテージの大きさ⽜に相当すると述べた。FDI（単独活動）を選択すれば，それは自社の
利潤を減殺するものとなり，当然そのアドバンテージの恩恵に与れる立場にはない。

76 内部化論者はライセンシングを単に⽛資源の移転⽜という側面から捉えているが，本文のように⽛資源の
結合⽜という側面からも捉えられる。この観点に立つとき，ライセンシーに狡猾な行為に出られることの問
題は，単に競争上優位な立場を失うこと（立場が対等になること）ではなく，移転された技術とそれを上手
く利潤に繋げられる地の利を合わせ持つライセンシーと対等に戦えず，劣勢に立たされることと解釈できる。

77 有用な理論とは，ある具体的な文脈において，もっとも関係のある側面のみを切り取り，枝葉末節を省略
したものである（Rodrik, 2018 邦訳：178-180）。

78 代表的なものとしては，長谷川（1998）。
79 自社の資源を他社へ与える行為を他社から資源を受ける手段として積極的に評価する見識は決して今日的
なものではなく，古くからみられる。たとえばフェアウェザー（1969 邦訳：12）。
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⚓．政策的インプリケーション
⽛日本経済全体としてみれば⽜対外生産移転が生産・輸出の増加に寄与しているとする計量分

析の結果81，およびそれらを根拠に示される⽛対外生産移転の積極化が地域経済を潤す⽜という
予言・喧伝と82，地方圏でみられてきた実情とを突き合わせることで覚える違和感は，対外生産
移転と地域発展との関係をとらえる新視角の模索へとわれわれを向かわせる。

経済学者の職務は，政策担当者が社会問題の改善に取り組む際の手掛かりを提示すること，よ
り具体的には，発展を導く政策やそれらの実現に向けたロードマップを描く際の基礎となる⽛将
来予測⽜を導く理論を構築すること83，およびその理論から引き出される政策的含意について言
及することにある。産業空洞化に歯止めをかける政策の基礎をとくに必要としているのは，地方
圏の政策担当者であることから，彼/女らにとって有益な知識を導出する研究活動が強く意識さ
れるべきである。以下，いささか散漫ではあるが，NR 理論から導かれる政策方針を開陳したい。

いわゆる⽛漏れバケツ理論⽜のロジックに則するまでもなく，産業空洞化の回避・抑制策とし
て，企業の生産活動が対外流出することを阻む政策と，その流出スビードを上回るペースで新し
い価値創造活動が創出されることを促す政策が考えられる。とはいえ，私的利潤に動機づけられ
た自由活動である対外生産移転を妨げる策は，経済学の基本命題からして明らかに不当である84。
もっとも，在来の生産活動が国内に留まることに期待する防衛的思考から，長期的にみて望まし
い結果は導かれそうにない。したがって，後者が妥当な産業空洞化回避・抑制策となるのは必然
的である。

われわれは国内生産から始まる戦術転換の連鎖と国内事業転換の連鎖とが結合し，地域産業が

80 長谷川信次は，ラグマン・モデルを含む内部化理論では企業が積極的に提携行動へ出る姿を解釈できない
ことを指摘し，この企業行動を射程に収められる理論を構築するうえで⽛中間組織論⽜の援用が有効とみて
いる（長谷川，1992：10-12；1998：60-61；2000：24）。技術の企業内取引と企業間取引との間に戦略的提携
を位置づけていることから，長谷川は⽛情報的経営資源の掛け合わせによって新しい情報的経営資源を創造
し，それを競争優位の源泉として利潤を得る⽜ための選択肢として，これら三つのモードを想定していると
考えられる。そうだとすれば，企業内取引時の取引費用の定義は⽛もし他社の情報的経営資源を獲得してい
れば得られていたであろう利益⽜が適当であろう。それゆえ，中間組織論を援用した戦略的提携の理論を構
築する場合においても，NR 理論のロジックは有用である。

81 そもそも産業空洞化にかんする実証研究の結果をどう受け止めるべきか，その判断自体きわめて難しい。
FDI によって産業空洞化が起っているか否かをどのように判定するか，あるいはどのような仮定・前提条件
を置くか（たとえば FDI が行われなければカネは国内事業投資に向けられるのか，従業員は雇用され続ける
のか）によって結果が大きく変わるためである（Ṥ口・玄田，1999：131-132）。そうした点での任意性が，
産業空洞化をめぐる⽛水掛け論⽜の大きな一因である。なお設定されうる仮定については，ハフバウアー＝
アドラー（1976：ch.5）によるそれらが有名だが，現地産業の発展度，製品供給先市場の⽛特性（規模，嗜好
など）⽜や⽛母国市場との関係（一致 or 不一致）⽜，現地拠点の設立形態（グリーンフィールド投資 or M＆A），
現地国と母国との距離，対外生産移転を行う企業の規模などによって FDI の経済的影響に大きな差が出るこ
とも知られている。こうした点も踏まえ，より生産的な成果を求めて実証研究の方向性を見直す時期にきて
いるように思われる。

82 対外生産移転によって国内経済が必然的に上向くかの如く論じる諸研究に，森本（2012：16-17）は強い疑
念を抱いている。また坂本（2017：52-53）は，FDI を肯定し，その有効性を強調してきた日本の多くの研究
者や各省庁が，産業空洞化に対する誤った認識を広めてきたと厳しく批判している。ただし，省庁のレポー
トの中にも対外生産移転およびそれによる国際分業構造の深化が国内経済に負の影響を与えていることを認
める記述を確認することができる。たとえば経済企画庁調査局編（1996：121-124），経済産業省編（2011：
128-129），内閣府編（2013：199-204）。
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質的進歩を遂げ続けることに，産業空洞化の回避要件を見出した。これに照らせば，域内中核企
業が委託生産へと戦術をシフトし，完全に⽛商社（ブローカー）化⽜してしまう場合，地域産業
は袋小路に入り込んでしまうことになる。成熟・斜陽産業に属する小規模企業が多いこともあり，
企業家精神旺盛な経営者が希少となりがちな地方圏では，そうした状況に陥る危険性が高く85，
またそうした実情が，対外生産移転に伴う副作用を強く憂慮する悲観論の原拠となってきたとい
える。警戒すべきは，対外生産移転が進むこと自体ではなく，それが進む一方で新しい価値創造
活動が立ち上がらないことである。したがって，

① 価値創造活動の発展に繋がるような支援をすること
② 企業によるそうしたアクティブな取り組みを前提として，資源蓄積の増進という点で重要

となる企業のビジネス戦術選択が適切に行われるように支援すること
が政策の眼目となる86。

①としては，域内資源をブラッシュアップする支援が考えられる87。労働者が新しい形で価値
創造活動へ関与できるようにするための再教育支援が，その一例として挙げられる。新しい価値
創造活動は，域内の諸アクターや諸資源が結びつき，さまざまな反応を引き起こすこと（域内産
業活性化）によって生まれやすくなる88。そのため，できる限り多くの域内アクターが新しい価
値創造活動にコミットし，刺激し合うことで⽛新結合89⽜が創出されるように誘導する支援も有
効と考えられる90。これについては，最終節で改めて論じたい。

②については，企業の対外生産移転に対する多面的な支援が重要となる。これまでは，外国に
おける労働供給や賃金水準などの現状・動向にかんする情報提供，外国人の採用支援など，企業

83 Vernon（1970）邦訳，pp. 387-388。
84 ただし企業の対外生産移転にマイナスとなる政策であっても，合理的な国内事業活動を妨げている規制を
緩和する政策などは，支持されるべきものである（通商産業省編，1995：184-185）。

85 価値創造のプロセスのうち，川上部門は大都市圏に，川下部門は地方圏にそれぞれ偏って分布する傾向に
ある（岡田，1988：47）。そうした地方圏の産業特性が，FDI による負の影響を受けやすい要因であるとの指
摘は，楽観論者のペーパーの中にもみられる（深尾，2008：36-37；樋口，2001：301）。このように企業活動
の地域間での質的差異が生じる理由として，豊富に存在する労働力の質的差異が指摘されている（深尾・伊
澤・國則・中北，1994：155-156）。

86 資源配分にかんする重要点の一つは，国外関連企業の収益が母国へ送金されるか否かという問題である。
現地での期待投資収益，現地政府による優遇措置・規制，合弁パートナーの意向などの諸要因がそれを左右
するが，資金移動にかんする税制の見直しなど，母国の国家レベルでの取り組みも重要である（経済産業省
編，2006：258-260；通商産業省編，1996：233-235）。とはいえ，法制度の改正によって収益（配当）の還流
が活発化したとしても，それが国内での雇用や投資の増加をもたらすとは限らない。この効果に対する懐疑
的な見解としては，たとえば諸富（2018）。

87 ⽛利用すれば減耗する有限なもの⽜である⽛資源⽜に対し，⽛資本⽜は⽛運用の仕方次第でその価値が増減
するもの⽜を意味する（HR テクノロジーコンソーシアム編，2022：133）。こうした語義を踏まえれば，この
文脈では資源よりも資本という語を用いるのが適当であるようにも思われる。

88 こうした域内産業の発展経路は，ポーター（1990）のダイヤモンド・モデルでも描かれている。
89 ここでの⽛新結合⽜は，シュムペーター（1926 邦訳：182-183）を念頭に置いて用いられている。前出の
ポーターの議論においても，シュムペーター論が念頭に置かれている（Porter, 1990 邦訳：31）。

90 ⽛失業⽜とは単に人々が職を失うことだけではなく，新しい職にありつけないことである（Heilbroner &
Thurow, 1981 邦訳：81）。対外生産移転に伴って労働力調整が重要な政策的課題となるが，単に労働力の

⽛移動⽜だけではなく⽛発展⽜を促すことで，新しい活動に携われるようにする施策（構造的失業への救済
策）が求められる。そうした政策下での調整には当然時間やコストが必要であるが，長期的視野での研究で
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が FDI を選択する場合に有用なサポートが目立った91。JETRO（日本貿易振興機構）による取
り組みなどはみられるものの，FDI 支援に比して十分とはいい難い⽛企業が外国企業との提携
を選択しやすくするためのサポート（たとえば外国企業との交渉や契約締結にかんする支援）⽜
も，今後一層充実させていくべきである92。

衰退は発展のチャンスといえるが，発展の実現を約束するものではない。新しい価値創造活動
への循環的運動が持続する場合において，経時的な戦術シフトは地域産業の衰退を導く過程では
なく，発展を導く過程となる。かつてギルピン（1975 邦訳：202-204）は，政策の重点を企業の
対外展開ではなく，継続的な国内経済の⽛若返り⽜に置くべきと提言したが，それら二つの政策
は並行して進められるべきもの，さらにいえば，一つの枠組の中で統一的に進められるべきもの
である。
⽛対外生産移転が地域の産業発展をもたらす⽜ではなく⽛地域の産業発展のために対外生産移

転を促す⽜という思考の下で，企業の対外展開への支援策は立案・実施されなければならない。
⽛公益性⽜や⽛外部性⽜の存在しない行政の関与は不合理であるという経済学の基本的な真理か
らしても，企業の対外展開への支援は，域内産業の高度化政策の一環として推進されねばならな
い93。

⚔．残された研究課題
最後に本研究の問題点，およびそれらから展望される今後の研究課題を覚書程度に記し，筆を

置きたい。
われわれの理論は，PLC 論を無条件で受け入れたがゆえに，同論固有の限界をそのまま引き

継いでいるという問題がある。それゆえ理論をより緻密なものとするためには，PLC 論固有の
問題を解消するための議論が欠かせない。これが⚑点目の研究課題である。PLC 論の限界とし
てしばしば指摘されているのは，各フェーズの長さが不明確であることに起因するものである94。
各フェーズの期間がはっきりと決まっていないために，PLC の中での⽛現在地⽜を正確に判断
することができない。それゆえに，政策立案の際の始点である正確な現状把握に有用な⽛座標
軸⽜を与えるものとはならないという誹りを免れない。われわれのモデルの政策的示唆を一層豊
かにするためには，この PLC 論固有の問題に向き合わなければならない。

本章⚒節でも触れたが，いかなる理論も構築時に用いたサンプルの特性が反映された⽛特殊理
論⽜である。そのため，NR 理論の適用範囲について，より詳細に論究する必要がある。これが
⚒点目の研究課題である。考えられるアプローチ方法の一つは，共通の問題意識を持ちながらも

はそれらは捨象されている（Hood & Young, 1979：290-291）。ここから，対外生産移転による経済的影響を
重くみない楽観論は長期的視野に立っているのに対し，悲観論は短期的視野に立っているという違いがあり，
それも主張の対立を生み出す一因になっていると考えることができる。

91 日本政府は，地方圏企業の対外進出の促進などを目的として，外国人を採用しやすくするような制度改正
を 2022 年度中に行うことを発表した（⽝日本経済新聞⽞2022 年⚗月 18 日付，朝刊，第⚒面）。

92 企業による委託生産の選択を易化する環境整備は，行政の役割とは限らない。たとえば日本企業の海外現
地法人が技術指導を通じて現地企業を受託専門企業に育て，他の日本企業に委託生産を選択する機会を提供
している事例がみられる（佐野，1996：87）。

93 企業の私的利益を社会的利益と対立させず，両立させる支援であるからこそ，行政が関与する意義がある。
94 サイクル・スキップが散見される現実との不整合も，PLC 論の問題点として指摘されている（Dhalla &
Yuspeh, 1976 邦訳：74）。
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異なる結論を導出している理論の検討である。NR 理論と同様に，対外ビジネス様式の逐次的パ
ターンに関心を向ける有力理論として知られているのが，F. R. ルートの⽛国際化アプローチ⽜
である。国際化アプローチは，製造業の国際化段階をモデル化したものであり，選択される戦術
が以下の順序で変化していくとしている95。

輸出 → 企業間提携（ライセイシング） → FDI96

この戦術シフトの要因としてとくに関心が置かれているのは，企業内の資源の蓄積度である97。
企業内部における資源制約が次第に緩和することにより，合理的な選択肢が変わるという見解は，
J. ヨハンソンらの⽛ウプサラ・モデル（Uppsala Model）⽜のそれと共通している98。ウプサラ・
モデルでは，比較的小規模なスウェーデン企業の行動が念頭に置かれている。よって，われわれ
が関心を置く地方圏企業の対外展開においても，このパターンでの戦術シフトは生じえよう。事
実，経営資源の制約から，投資額の節約や事業リスクの回避を優先せざるをえない状況にあるこ
とを理由に，手始めにライセンシングや委託生産を選択する日本の中小企業も数多いことが報告
されている99。

NR 理論が描く戦術選択パターンと，国際化アプローチおよびウプサラ・モデルが描く戦術選
択パターン，それぞれの発現条件にはどのような違いがあるのか，さらには後者のパターンが発
現する場合，域内経済への影響はどのように評価され，産業空洞化をめぐる議論はどのように
なっていくのか。これは大変面白い研究テーマである100。

洞口（2016：50）が論じているように，複数のミクロ理論の並存は，すべての経済主体にとっ
て唯一最善な理論が存在しないことや，それらの理論に基づいて構築される政策の有効性に限界

95 国際化アプローチやウプサラ・モデルは，自社の能力を重視する一方，取引をめぐる他社との駆け引きを
軽視しているきらいがある。ホーストマン＝マークセン（1987：465-466，475）は，自社の評判低下に繋が
る行動を生産者がとらないようにするためのコストが FDI に比してライセンシングで大きくなるため，輸
出→ライセンシング→FDI という順序でのシフトは不合理であると論じている。

96 厳密には⽛間接輸出・場当たり的な輸出⽜→⽛積極的な輸出と技術供与，あるいはそのいずれか⽜→⽛積極的
な輸出，技術供与，海外生産への株式投資⽜→⽛完全な多国籍マーケティングと生産⽜である（Root, 1982 邦
訳：33）。

97 Root（1977）pp. 16，25；（1982）邦訳，pp. 30-34。
98 Johanson & Wiesdersheim-Paul（1975）。木山（2009：8-9）によれば，ある選択肢をとる理由は，⽛必要性
（それを選択することの利点）⽜と⽛許容性（それを選択することの実現性）⽜の二つの観点から説明できると
いう。この分類にしたがえば，戦術選択行動について内部化理論や国際産業組織論は前者，国際化アプロー
チやウプサラ・モデルは後者の観点から説明しているといえる。しかし，二組の理論の考え方に共通性が無
いわけではない。国際化アプローチやウプサラ・モデルが重視する⽛学習⽜は，人間の認知不足ゆえに必要
となるものである（入山，2019：637-674）。このようにみると，二組の理論はともに⽛人間の認知の限界⽜
を前提・出発点とした理論であるといえる。

99 佐野（1996）p. 87；（1999）p. 70。企業間提携が FDI に先立つパターンとなるのは，生産される製品が標
準化されたものである場合に限られるとの指摘もある（Rugman, 1980: 23）。この点からも，国際化アプロー
チやウプサラ・モデルと中小企業の対外事業展開様式との親和性の高さを理解することができる。戸堂

（2012：9，15）は中小企業の対外生産移転を分析し，人材の制約が厳しい企業ほど FDI よりも委託生産を選
択することで得られる効果が大きいことや，経営者の国外事業経験や企業規模がとくに FDI の選択にプラス
に働くことを導出している。これも国際化アプローチやウプサラ・モデルの中小企業の行動に対する説明力
の高さを示す研究結果である。

100 国際ビジネスの経験の浅さから企業間提携が選択されやすいとの説は，なるほど論理的に合点がいくもの
である。しかしそうだとすれば，⽛生産地と市場がともに外国⽜である現地市場志向型ビジネスの場合に比べ

― 24 ― 北海学園大学経済論集 第 70 巻第 3 号(2022 年 12 月)



があることを意味する。しかし，具体的なミクロ理論無しには，政策を展開しえないこともまた
事実である101。そうした限界を認識しつつ，NR 理論の適用範囲の精査に他日を期したい。

われわれが産業空洞化の回避条件とみる新事業の創造において重要となるのが，企業のレジリ
エンス（resilience：元の位置〔始点〕に戻る力）である。企業のレジリエンスによって機能が
高められるのが産業集積であり，他方で企業のレジリエンスのエンジンとして機能するのもまた，
産業集積である。しかし，⽛学習システム102⽜という産業集積の機能は，空間が制約となって低
下していくと考えられている103。集積内の産業組織やカルチャーが時間の経過とともに硬化・固
定化するのに伴い，相互学習や創造的活動が低調となり（⽛負のロックイン効果⽜の発生104），外
部環境の変化に対する適応力が鈍化していくためである105。これを食い止めるためには，異質な
アクターと接触し，域内では得られない知識・情報を享受することが必要である106。産業集積の
発展に大きな影響を与えうるものとして，鎌田（2020：118-119）や松原（1999：100）は MNC
のネットワークに注目している107。国際ビジネスを営む域内中核企業が，いわゆる⽛ゲート・
キーパー108⽜としての役割を担い，産業集積の発展に貢献するという構図は，有望な活路である。

NR 理論が描く対外生産移転は，新しい価値創造へのサイクルに対して資源供給を促進させ，
域内経済に新陳代謝をもたらすものとしても意義づけられた。しかし上述のように，外国から異
質な知識・情報を獲得し，産業集積を変質させ，地域の発展を促すものとしても，対外生産移転
に大きな意義を見出すべきである。こうした本研究とは異なる角度から，企業の対外生産移転が
誘引する地域発展モデルを構築することが，⚓点目の研究課題として挙げられる109。

国内外の拠点が戦略的にコーディネートされ，⽛水平的・相互依存的組織構造110⽜が終局的に

て，⽛市場が母国⽜である母国市場志向型ビジネスの場合のほうが企業間提携（委託生産）の期間は短いとい
う事実があるのだろうか。これも大変興味深い論点である。

101 清水（2022）pp. 146-147。
102 ⽛学習システム⽜という地域観は，1990 年代以降に広がり，定着してきた視角である（友澤，2000：11）。

この視角からの代表的な論者は，R. フロリダである。
103 藤田（2009）p. 15。
104 産業集積が⽛外部経済が働く空間⽜として機能しなくなってしまう現象といえる。
105 藤田（2003）pp. 238，253；（2009）p. 20；木村（2012）p. 159。産業集積の衰退要因として，ほかに後継者

不足や求人難などの域内資源の量的問題も指摘されている（木村，2012：146；松原，1999：100）。
106 新たな情報を獲得するために，既存のネットワークを見直してより遠くの人や組織とも関係を構築するこ

とを西口（2007：ⅱ-ⅲ）は⽛リワイヤリング⽜と呼んでいる。
107 これまでの地域政策論では，地域が備えている固有のポテンシャルを発見・開花させる⽛開発⽜に重きが

置かれてきた。しかし，そうした⽛内発的発展⽜の限界から，外の力を取り込みながら新たな独自性を創造
していく⽛発展⽜重視の新機軸が提起されている（Ward et al., 2005）。われわれのここでの議論は，後者のい
わゆる⽛ネオ内発的発展論⽜と発想を共にしているといえる。

108 ⽛ゲート・キーパー⽜という概念についての先駆的議論は，アレン（1977，邦訳：119-145）やタッシュマ
ン（1977：598-599）。ゲート・キーパーは，情報伝達を効率化するための一存在である。しかし，特定の
ルートからの情報流入・伝達には不確実性の問題があり，それへの対応が必要とされる（March and Simon,
1958 邦訳：252-254）。

109 産業集積の発展には，外部からの知識・スキルの流入・獲得だけではなく，それらの域内での伝播・交換
も重要である（藤田，2015：13-20）。

110 ここでいう⽛水平的⽜組織構造とは，本社を頂点とした⽛垂直的⽜組織構造とは異なり，拠点間の関係が
フラットな組織構造を意味する。それはトンプソン（1967 邦訳：70）のいう⽛互酬的相互依存関係⽜，ある
いは名和（1985：20）のいう⽛ホロン（holon）⽜のような，各拠点がそれぞれ独立して活動しながらも互い
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採用されるに至る MNC の発展経路，およびその合理性は，ロビンソン（1973）を嚆矢として，
ヒーナン＝パールミュッター（1979），ヘドランド（1986），プラハラド＝ドズ（1987），バート
レット＝ゴシャール（1989）などによって脈々と論じられてきてきた。これらの研究を通じて形
成されてきた FDI を⽛国外から知識・情報を獲得するための手段⽜とみなす視角は，近年の学
界ですっかり定着している111。世界に張り巡らした拠点間で知識・情報を双方向で授受し，共有
し合う⽛メタナショナル経営112⽜を MNC が採用・実践することは，本拠地の産業集積に⽛新結
合⽜をもたらし，質的変化を促す113。

産業空洞化は，地域経済の大きな問題である。しかしこれに接近するには，地域経済学と
MNC 論（国際経営論）とのボーダレスな研究が不可避である。思い起こせば地域経済学，とり
わけ経済地理学において，ヴァーノンのプロダクト・サイクル理論やダニングの折衷パラダイム
など，MNC 論の研究成果がこれまでも援用されてきた114。上述の⽛グローバル知識獲得・活用
論⽜の一層の探究により，MNC 論と経済地理学の融合は新たな局面を迎えることになる。

（完）

参 考 文 献

天野倫文（2000）⽛国際分業と転換行動─日系電気機械メーカーの在アジア現地生産活動が国内生産活動と雇用
に与える影響─⽜⽝組織科学⽞（組織学会）第 33 巻第⚓号，pp. 76-96．

天谷直弘（1956）⽛商社外貨保有制度の展望⽜⽝通商産業研究⽞（通商産業省大臣官房）第⚔巻第⚓号，pp. 84-92．
浅川和宏（2021）⽛経営研究の国際標準化時代における質の高い論文の条件：日本からのアプローチ⽜青島矢一

に影響を与え合う組織構造である。
111 企業が競合を回避して利潤を獲得する手段として，技術の秘匿とイノベーションの継続がある（Nelson &

Winter, 1982 邦訳：374）。ラグマン・モデルなどかつての研究では前者が重視され，そのための企業行動と
して FDI が位置づけられていたのに対し，近年の研究では後者のための企業行動として FDI が位置づけられ
ている。

112 ⽛メタナショナル⽜とは，⽛世界中の多くの場所から知識を発見・入手・結集・活用することで新しい競争
優位を構築しているさま⽜と定義されている（Doz, Santos & Williamson, 2001: ix）。国外拠点が国際的なイノ
ベーション・プロセスに関与するパターンを，ノーリア＝ゴシャール（1997：29-32）は local-for-global 型
と global-for-global 型に分類している。

113 外国から刺激を受け，ビジネス環境を改善するための他の策としては，前述の戦略的提携（オープン・イ
ノベーション）に加えて対内投資誘致もある。最近では，台湾積体電路製造（TSMC）の熊本県菊池郡菊陽
町への進出決定が話題となり，世界レベルの経営が持ち込まれることが期待されている（西條，2002）。一方
で，域外企業誘致による経済振興は時代錯誤で，有効性に乏しいとの意見も根強い。伊藤（2004：68）が指
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114 松原（1999）pp. 89-90；（2001）pp. 28-30。MNC 論（国際経営論）は企業の国際的立地行動（空間的移
動）に関わる諸現象に関心を置く学問であることから，そうした援用は自然の成り行きといえる。本文でも
述べたように，経済地理学およびそれを含む地域経済学の現象理解の視点が⽛関係⽜である一方，MNC 論の
基礎理論である内部化理論で取引⽛関係⽜が問題とされていることもあり，取引⽛関係⽜という観点から現
象を理解しようとする思考が MNC 論でも定着している。A. J. スコットの議論のキー概念が取引費用である
ことは，MNC 論と地域経済学との親和性の高さの象徴といえる。なお，MNC 論と地域経済学（とくに経済
地理学）との接近に貢献した代表的学説については，松原（2009：第 3，11 章）を参照されたい。
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